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交通と情報通信による
ネットワークで周辺を
支える

小学校や旧役場庁舎の周辺に
日常生活を支える買い物、医療
等の「機能」をコンパクトに集積

道の駅、特産品等農業の
６次産業化、バイオマスエ
ネルギーの地産・地消に
より、新たな雇用を創出

集落
集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー跡地

診療所

郵便・ATM

小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

小さな拠点の形成

11



「小さな拠点」の形成推進

○フォーラムや交流会の開催
「小さな拠点」に関する取組の裾野を広げるため、フォーラムや交流会の開催等により「小さな拠点」形成に係る考え

方や既存ストックを有効活用したモデル事例に係る情報提供等を積極的に行う。

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を集め、周辺集落
とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成を推進する。「小さな拠点」は、地域外の人が利用する施設を組み
入れることにより、「対流拠点」となることが期待される。

このため、既存施設の再編・集約に対して、ＮＰＯ等による事業も補助対象に追加するとともに、新たなモデル性の高
い事業に重点化して支援を行う。

○補助制度の概要

（※下線部は平成２９年度拡充要求に係る部分）

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村等の条件不利地域

●実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等 （間接補助）

●対象事業

遊休施設を活用した、小さな拠点の形成に向けた既存施

設の再編・集約に係る改修

「小さな拠点」：日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落
との間を交通ネットワークで結んだ地域の拠点

平成２９年度予算案額 １．５億円

22



小さな拠点の形成に向けた取組みへの支援について（国土交通省）

〇 既存公共施設の活用推進
「小さな拠点」の形成に向け行う既存公共施設を活用した
施設の再編・集約に係る改修費に対する支援。
（「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成
推進事業）
※H29予算案 約1.5億円（H28予算額 約2.4億円）

〇 地方創生の核となる「道の駅」の整備の促進
各種機能を備えた重点「道の駅」の重点的支援等による地方

創生の核となる「道の駅」の整備の促進。
※重点「道の駅」選定箇所数：73箇所（H27年度現在)

〇 施設整備のための土地利用の弾力化
生活サービス機能等の集約を図る区域内における開発許可
等の特例を設ける地域再生土地利用計画制度を創設。
※内閣府等と連携した地域再生法改正(H27年）

〇 デマンドバス等の運行支援

過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等の運
行費用の支援。（地域公共交通確保維持改善事業）
※H29予算案 214億円の内数（H28予算額 229億円の内数）

〇 自家用車を用いた有償旅客運送の弾力化
過疎地域等における自家用車を用いた有償運送について、
自治会等も実施主体として認めるとともに、地域外の来訪
者を旅客の対象に追加。

※道路運送法の運用見直し（H27年）

持続可能な物流ネットワークの構築

○ 地域の持続可能な物流ネットワーク構築の検討の支援
過疎地等における宅配サービスの維持や買物弱者支援等に
も役立つ新たな輸送システム構築に向けたモデル事業の実
施（地域を支える持続可能な物流ネットワークの構築に関
するモデル事業（H27年度))

○ 地域内の共同輸配送等の調査支援
地域内の共同輸配送や公共交通を活用した貨客混載のため
の計画策定経費等への支援。（モーダルシフト等推進事
業）※H29予算案 39百万円（H28予算額 37百万円）

○ 自家用有償旅客運送者による少量の貨物の運送を可能とする
規定の追加

内閣府等と連携した地域再生法改正により、地域再生計画に
位置づけられたＮＰＯ等の自家用有償旅客運送者による少量
の貨物の運送を可能とする規定を追加。（H27年）

〇一元的な相談窓口の設置
小さな拠点の整備に関する地域の関係者からの相談に対
し、国土交通省の地方部局 （地方整備局及び地方運輸局）
の地方創生萬（よろず）相談窓口で一元的に対応。

〇先進事例に関する情報の提供
「小さな拠点」形成の考え方や先進事例に対する情報を各
地域の関係者に提供等するためパンフレットの作成、イベ
ントの開催等を推進。

国土交通省は、他省庁との連携のもと、ハード・ソフトの両面から各地域における「小さな拠点」の形成に向けた取り
組みに対して積極的な支援を進めている。

その他の支援

拠点施設の整備

交通ネットワークの整備
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農山漁村振興交付金の概要（農林水産省Ｈ29年度予算）

（出典）農林水産省・平成29年度予算概算要求の概要より
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5

訪日外国人旅行者数

（出典）観光庁・2017年1月官公庁長官記者会見概要より
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定住自立圏の概要

（出典）総務省・ 全国の定住自立圏の取組状況についてより
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定住自立圏の概要

（出典）総務省・ 全国の定住自立圏の取組状況についてより
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定住自立圏の概要

（出典）総務省・ 全国の定住自立圏の取組状況についてより



9

定住自立圏の概要

（出典）総務省・ 全国の定住自立圏の取組状況についてより
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連携中枢都市の概要

（出典）総務省・連携中枢都市圏の取組の推進より
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連携中枢都市の概要

（出典）総務省・連携中枢都市圏の取組の推進より
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連携中枢都市の概要



都市計画マスタープラン及び地域公共交通網形成計画の概要

13

■都市計画区域マスタープランとは
・都市計画法第６条の２（平成13年５月施行）の規定に基づく「都市計画区域の整備、開発及び保
全の方針」。

・中長期的な視点に立った都市の将来像を明確にし、その実現に向けての大きな道筋を明らかに
しておくことが極めて重要であり、都道府県等が一市町村を超える広域的見地から、区域区分を
はじめとした都市計画の基本的な方針を定めるものである。

・「都市計画区域について定められる都市計画は、当該都市計画区域の整備、開発及び保全の
方針に即したものでなければならない」とされるとともに、「都市計画区域の整備、開発及び保全
の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する基本的な方針(市町村マスタープラン)を定める」
とされている。

■地域公共交通網形成計画とは、
・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正が平成 26 年 11 月 20 日に施行され、網
形成計画の策定ができるようになった。

・地域公共交通の現状・問題点、課題の整理を踏まえて、公共交通ネットワーク全体を一体的に
形づくり、持続させることを目的に、地域全体の公共交通の在り方、住民・交通事業者・行政の役
割を定めるものである。

・網形成計画とは、「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」を明らかにする「マスタープラン
（ビジョン＋事業体系を記載するもの）」としての役割を果たすもの。国が定める基本方針に基づ
き、地方公共団体（都道府県、市町村）が協議会を開催しつつ、交通事業者等との協議の上で策
定する。まちづくりと連携し、かつ面的な公共交通ネットワークを再構築するために実施する事業
（地域公共交通特定事業など様々な取組）について記載。

（出典）第８版都市計画運用指針（国土交通省、平成28年9月）
地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画作成のための手引き（国土交通省、平成28年3月）



○国土形成計画は、国土の利用、整備、保全を推進するための総合的かつ基本的な計画

全国計画（H27.8.14閣議決定）
総合的な国土の形成に関する施策の指針

広域地方計画（H28.3.29国土交通大臣決定）
ブロック単位の地方ごとに、国と都府県等が適切な

役割分担の下、相互に連携・協力して策定

パブコメ、計画提案（都道府県・指定都市が国土交通大臣に提案）等を経て

全国総合開発計画を継ぐ国土の総合計画として、全国計画を２００８年（H20）に策定

８つのブロックで
広域地方計画を策定

パブコメ、計画提案（市町村が国土交通大臣に提案）等を経て

東北圏

中部圏

北陸圏
中国圏

四国圏

九州圏

近畿圏

首都圏

国土形成計画（全国計画、広域地方計画）
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【日本海沿岸自動車道の
順次開通による企業進出】

○産官学連携の推進による
クラスター形成・
ベンチャー企業の創出

人工クモ糸繊維

約7,000億円の

市場規模・

量産化に成功
ベンチャー企業４社が誕生

○福島・国際研究産業都市構想
(イノベーションコースト構想)等

【太平洋側の自動車産業集積】

○輸送ルートの多重化等、大規模災害時における代替性
（リダンダンシー）の確保

○港湾や空港の機能強化による国際物流の効率化

アジアユーラシア
ダイナミズム
アジアユーラシア
ダイナミズム

京浜港
国際フィーダー
輸送網の強化

日本海・太平洋２面活用の強化

航空機内装品の世界トップメーカーも進出
（新潟県村上市）
紙おむつ新工場稼働（H26.4）（山形県酒田市）

腹腔鏡下アシスト機器 総合制御システム

先端部多自由度
治療機構

入力インターフェース
出典：うつくしま次世代医療
産業集積プロジェクトHP

【高度なロボット技術を用いた手術
支援システムの開発・実証事業】

○医療機器産業の集積

H20年度
から1.5倍

岩手・宮城県における
自動車関連企業数

368社

542社

企業立地件数（累計）
（秋田県・日沿道沿い主な工業団地）

H４年から２倍

37社
50社

74社

新潟港

酒田港

秋田港

仙台塩釜港

輸
入

輸
出

3.7
9.71.8

12.3

酒田港における
外貿コンテナ取扱量

H22年 H27年

（千TEU)

H22年度
から４倍

企業立地

○震災対策の強化、日本海側と太平洋側等の広域連携強化

出典：Spiber（株）

出典：Peach Aviation
株式会社

H20.10 H26.10

自動車
産業集積

H4年 H14年 H26年

次世代産業の研究・産業集積拠点形成

農林水産業の収益向上
○地域産業の再生

ＩＣＴを用いて
イチゴに最適な環境を
自動制御。

１粒1,000円

○地域ブランド商品の情報発信
被災した宮城県山元町。いちごハウスの復旧 ボ
ランティアに参加したＩＴ企業関係者が農業生産法
人を設立。

「ミガキイチゴ」とし
てブランド化に成
功。

リキュールやワイ
ン、コスメ等関連商
品も開発。

海外展開（営農でインド進出）

【消費拡大に向けた消費者への情報発信】

台湾の百貨店にて
りんごの販促活動
(H16から継続）

冊子
「青森おさかな
自慢」

出典：migaki-ichigoHP
出典：山形県朝日町ＨＰ

東北圏広域地方計画 概要 震災復興からの自立的発展

空港民営化に
よるＬＣＣ就航

全国のデパートへ展開

イメージキャラクターを活用した
町長によるトップセールス

【農林水産物の輸出促進に向けた取組】

出典：GRAHP

町長

宮城県・山元町
出典：青森県HP

〇震災復興を契機に、日本海・太平洋2面活用による産業集積、農林水産業の収益強化、

インバウンド増加により、人口減少下においても自立的に発展する圏域の創造

〇恵み豊かな自然と共生する環境先進圏域、農山漁村との共生による持続型圏域の実現

〇東日本大震災からの復興

〇著しい人口減少、冬の厳しい寒さと雪

〇広大な圏域と広く分散する都市構造

特性及び課題 基本方針

※ 出典：とうほく自動車関連産業振興ビジョン（とうほく自動車産業集積連絡会議）

福島県・医療福祉
機器関連産業の
工場立地件数
H26年：27件→
H31年(目標)：
累計60件以上※

※出典：ふくしま創生
総合戦略

常磐道沿線地域の
工場増新設件数

H21年 H24年 H27
年

19件

38件
常磐
道

整備
率

H21から2倍

災害時支援

世界各地へ

朝日町リンゴ輸出量
H16年度：14.0ﾄﾝ
H27年度：71.8ﾄﾝ

約5倍

21件

45% 53%

100%

輸送用機器出荷額（東北７県）
H25年度：1.8兆円→
H29年度(目標)：2.2兆円※

域内物流

• 再エネ、医療、廃炉技術関係を中心とし研究開発・産業創造に
向けた拠点形成

• 福島県を水素エネルギーの技術開発拠点とする「福島新エネ
社会構想」を推進
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ポテンシャルを活かした低炭素・循環型社会づくり

順位 都道府県 出力

１ 青森 36.4万kW

２ 北海道 31.9万kW

３ 鹿児島 25.5万kW

４ 秋田 20.9万kW

５ 福島 16.2万kW

６ 静岡 15.8万kW

７ 島根 12.8万kW

○地域特性に応じた再生可能エネルギーの活用を推進
エネルギーの地産地消

○雪冷熱エネルギーの導入

都市と農山漁村の連携・共生

【能代風力発電所（秋田県）】 【バイオガス発電設備（新潟県）】

産学官の連携により、再生可能エネルギー等

の応用技術にかかわる産業誘致や人材育成

の推進。

○道の駅を活用した「小さな拠点」の形成

出典：秋田県HP 出典：新潟県HP

風力発電・導入量（H27.3）

出典：NEDO

エコスノードーム

給雪作業

雪解け
水の循環

雪エネルギー
学習用表示施設

複合文化施設（図書館・劇場等）機械室・熱交換

出典：川西町HP、資源エネルギー庁「再生可能エネルギー導入事例100」

年間334時間の
冷房能力を確保

ＣＯ２排出削減量
14ﾄﾝ（年間）

原油換算・省エネ量
9,371ℓ（年間）

冷風循環

【秋田県由利本荘市・道の駅「清水の里・鳥海郷」】

• 集落間の移動経路確
保のため、市がコミュ
ニティバスを運行

• 公共交通と徒歩で一
通りの生活サービスが
受けられる地域を形成

新潟浄化センター

※Yahoo!マップより作成

1km圏に複数の生活サービスを集積
（○：新設、●：既存施設）

バイパスの完成を契機として、基幹集落に道の駅、農産物直売所、福祉施
設、診療所等を集約的に整備

外国人宿泊者数（新潟除く）

H22年
（震災前） H27年

50.5万人

21万人

目標：H32年に東日本大震災前の３倍
の150万人泊に押し上げることを目指
す。

H23年
（震災後） H32年

51万人

震災前の３倍

○広域観光周遊ルートの形成

○首都圏・北海道・北陸圏
との連携強化

○北海道新幹線の開業
地方空港路線の維持拡大
ｸﾙｰｽﾞ船対応の港湾機能
の充実

○外国人観光客等
に対応した環境整備

【外客向け無料
Wi-Fi環境の整備促進】

観光施設やホテルなど
「光ステーション」提供エ
リアでWi-Fiインターネット
を無料接続

出典：JR北海道

北海道新幹線の
開業による連携強化

北陸新幹線を
活用した連携強化

様々な連携・交流の推進に
よる新たな地域の形成

福島・茨城・栃木
の３県の県際地域
における広域対流
圏としての連携強
化

訪日外国人の
目線に沿った

海外への積極的な
情報発信

北陸圏

北海道

東北圏

北海道新幹線
(H28年3月26日開業)

［高規格幹線道路・地域高規格道路］
開通済

今後5年間（H32）開通予定

事業中

調査中・候補路線

○冬期観光の活性化

ストーブ列車（津軽鉄道）

出典：東北観光推進機構HP 出典：津軽鉄道（株）HP

地吹雪体験ツアー
（青森県五所川原市）

自然と文化を活かした滞在型観光圏の創出

出典：NTT東日本HP

首都圏

150万人

旧
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【国の地方行政機関】
警察庁 東北管区警察局長
警察庁 関東管区警察局長
総務省 東北総合通信局長
総務省 信越総合通信局長
財務省 東北財務局長
財務省 関東財務局長
厚生労働省 東北厚生局長
厚生労働省 関東信越厚生局長
農林水産省 東北農政局長
農林水産省 北陸農政局長
林野庁 東北森林管理局長
林野庁 関東森林管理局長
経済産業省 東北経済産業局長
経済産業省 関東経済産業局長
国土交通省 東北地方整備局長
国土交通省 関東地方整備局長
国土交通省 北陸地方整備局長
国土交通省 東北運輸局長
国土交通省 北陸信越運輸局長
国土交通省 東京航空局長
海上保安庁 第二管区海上保安本部長
海上保安庁 第九管区海上保安本部長
環境省 東北地方環境事務所長
環境省 関東地方環境事務所長
環境省 中部地方環境事務所長
復興庁 岩手復興局長
復興庁 宮城復興局長
復興庁 福島復興局長

【道県】
青森県知事
岩手県知事
宮城県知事
秋田県知事
山形県知事
福島県知事
新潟県知事
山梨県知事
福島県知事
新潟県知事
北海道知事
富山県知事

【指定都市】
仙台市長
新潟市長

【経済団体】
（一社）東北経済連合会長
東北六県商工会議所連合会長
（一社）新潟県商工会議所連
合会長

【市町村団体】
青森市長
宮城県丸森町
長岡市長
聖籠町長

東北圏広域地方計画区域（東北圏）

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、
福島県、新潟県

東北圏広域地方計画協議会の概要

○協議会が作成した案を国土交通大臣が提示し、協議会・市町村と調整した上で国土交通大臣が決定

計画区域と東北圏広域地方計画協議会

※全４６団体で構成

隣接２道県（東北圏以外の広域東北圏）

北海道、富山県

青森県

北海道

富山県

秋田県
岩手県

宮城県
山形県

福島県
新潟県
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H21年 H25年

H24年度 H25年度

松江－広島間の

高速バス運行便数

基幹交通の整備によるネットワーク強化 国際物流機能の強化

強靱な圏域整備と安全・安心の推進

○ 都市間の多様な連携推進のための高速交通ネットワークを強化 ○ 国際バルク港湾整備と物流ネットワークにより、バルク貨物の
輸入・移出入の西日本の拠点形成

徳山下松港・宇部港の石炭輸入量
Ｈ27 1,174万㌧ ⇒ H31 1,670万㌧

1070 1201 

461 
616 

H 2 1年度 H 2 5年度

徳山下松及び宇部

港の石炭取扱量

４年で約１．２倍

万㌧

万㌧

万㌧

万㌧
整備前 整備後

松江市～広島市間の

所要時間

２２０分 １７０分

５０分短縮

28本
32本

往復４便増

尾道松江線の整備効果 【中海・宍道湖・大山圏域】
行政上の共通課題等について
連絡調整を行い、圏域の統合
的・一体的な発展の推進を図
る。

9.8
％

10.3％

○ 土砂災害・水害対策等の推進

・ 砂防堰堤等の整備等のハード対策
・ 自助、共助の体制等による
地域防災力向上

・ 無人ヘリによる情報収集の
高度化・ 迅速化

瀬戸内工業地域の
製造品出荷額（全国シェア）

４年で約１.１倍

無人航空機による調査砂防堰堤の整備

○ カウンターパート制による
被災県への支援体制の構築

被災県に対する支援を行う県を
予め定めたカウンターパート制
による被災県への応急措置等の
支援体制を中四国9県で構築。

中国圏広域地方計画 概要 瀬戸内～日本海の多様な個性で対流し世界に輝く

○ 瀬戸内海側の産業クラスター、中山間地の自立拠点、日本海側の連携都市圏等
の多様な拠点間のネットワーク強化による県域を越えた産業・観光振興

○ 土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化等による強靱な圏域整備

基本方針

○ 基礎素材型産業を中心としたものづくり産業の集積

○ 中山間地に多く存在する小規模集落

○ 土砂災害・水害等への脆弱性

特性及び課題

移出

輸入

重要港湾

産業集積

国際拠点港湾

空港

輸送効率化により
年間 約２３億円 コスト削減

コンビナート等コンビナート等

九州
四国
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○ 一般社団法人せとうち観光推進機構（日本版ＤＭＯ）等を活用し
た瀬戸内観光等の推進

○ 山陰ＤＭＯによる広域的な観光ルートを形成

行政
（7県）

③事業化支援組織
(7県の金融機関、日本政策投資銀行、経済界等)

①せとうち
観光推進
機構

②民間企業等
来訪意向

H32
50％

外国人延
宿泊者数

H32
360万人泊

目標

各市町村
観光連盟等

サポーター
企業

既
存
販
売
チ
ャ
ネ
ル

広域周遊ルート形成部会

テーマ別事業化促進部会

▼瀬戸内ブランド推進体制

多様な連携による広域観光の推進

萩反射炉

石見銀山遺跡 出雲大社 大山夏山開き祭り

倉敷（美観地区） 閑谷学校原爆ドーム厳島神社

瀬戸内海の豊かな自然環境の保全・再生

中山間地域等の振興

○瀬戸内海沿岸自治体連携による広域的な環境美化

瀬戸内海沿岸の地方自治体
（11府県、107市町村）が「瀬
戸内・海の路ネットワーク推進
協議会」を結成し、平成5年よ
り継続的に海浜清掃活動「リフ
レッシュ瀬戸内」を実施。

加入市町村

○おかやまスマートタウン構想

西粟倉村では、村民からの出資と地
元金融機関のファイナンスによって
建設協力金を調達し、太陽光発電所
を建設 ▲村民参加型太陽光発電所

にしあわくらそん

低炭素の地域づくり

○ 地域の魅力を活かした移住・定住の促進

【Ａ級グルメのまち（島根県邑南町）】

自然食レストラン

就農希望者
への農業研修

年間売上：約３２００万円
年間客数：２万４千人

○小さな拠点

旧小学校を活用した交流センターの一画で
生活用品の販売を実施。交流センターまで
の無料送迎を行い、地域内交通を確保。

【あば村運営協議会（津山市阿波地区）】

GSと商店

【波多コミュニティ協議会（雲南市掛合町波多地区）】

ガソリンスタンド（JA）閉鎖を受け、住民
出資の合同会社あば村を設立。GS事業を
引き継ぎつつ、生活用品の販売も実施

野菜の栽培から地元食材を使った
料理の提供を目指す起業家の育成

おおなん

▲生活用品の販売

は た かけやまち

しずたに

○ クルーズ客船の寄港促進

広域的な観光周遊ルート▼

（鳥取県境港）
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【国の地方行政機関】
警察庁 中国管区警察局長
総務省 中国総合通信局長
財務省 中国財務局長
厚生労働省 中国四国厚生局長
農林水産省 中国四国農政局長
林野庁 近畿中国森林管理局長
経済産業省 中国経済産業局長
経済産業省 九州経済産業局長
国土交通省 中国地方整備局長
国土交通省 近畿地方整備局長
国土交通省 九州地方整備局長
国土交通省 中国運輸局長
国土交通省 九州運輸局長
国土交通省 大阪航空局長
気象庁 大阪管区気象台長
海上保安庁 第八管区海上保安本部長
海上保安庁 第六管区海上保安本部長
海上保安庁 第七管区海上保安本部長
環境省 中国四国地方環境事務所長
環境省 近畿地方環境事務所長

【県】
鳥取県知事
島根県知事
岡山県知事
広島県知事
山口県知事

【指定都市】
広島市長
岡山市長
北九州市長

【経済団体】
中国経済連合会長
中国地方商工会議所連合会頭

中国圏広域地方計画区域（中国圏）

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

中国圏広域地方計画協議会の概要

○協議会が作成した案を国土交通大臣が提示し、協議会・市町村と調整した上で国土交通大臣が決定

計画区域と中国圏広域地方計画協議会

※全３１団体で構成
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【市町村団体】
鳥取県市長会長
島根県市長会長
岡山県市長会長
広島県市長会長
山口県市長会長
鳥取県町村会長
島根県町村会長
岡山県町村会長
広島県町村会長
山口県町村会長

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県



リニア神奈川県駅
（相模原市） リニア中央新幹線

圏
央
道

交通結節点
の拠点整備

大学（ ）、研究機関（ ）の集積・連携強化

リニア、圏央道等の整備との連携による、国際ゲートウェイ機能の強化

対流拠点機能の強化

＋

広域連携プロジェクトの例
(首都圏広域地方計画「首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト」)

広域地方計画協議会
国の地方

支分部局の長
代表市町村の長
隣接する県等の長

経済団体等の長
・経済連合会
・商工会議所連合会 等

都府県知事
政令市市長

国と地方、官民の協働による推進

プロジェクトチーム
官民の幅広い連携

（※）官民連携基盤整備
推進調査費 で支援

• ヒト、モノ等の対流の拠点となる施設等の地点やその
有すべき機能に関する検討

• インフラストックを活用し、地域の経済成長に貢献する
取組

• プロジェクトをマネジメントする自立的な体制づくりに向
けた検討

• 官民連携による企画・実証及び構成員の役割分担と
スケジュールの明確化

プロジェクトチームにおける検討事項の例

広域連携プロジェクトの推進
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